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規 則



―４―　第１１３７号 令和７年２月２８日広 島 市 報

広島市長　　松　井　一　實

広島市長　　松　井　一　實

広島市告示第１号　

令和７年１月６日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項及び第

５３条第１項に規定する指定居宅サービス事業者及び指定介護予

防サービス事業者として次に掲げる者を指定したので、同法第７

８条第１号及び第１１５条の１０第１号の規定により告示しま

す。

　指定年月日　令和７年１月１日

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第２号　

令和７年１月６日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４２条の２第１項に

規定する指定地域密着型サービス事業者として次に掲げる者を指

定したので、同法第７８条の１１第１号の規定により告示しま

す。

　指定年月日　令和７年１月１日

広島市長　　松　井　一　實　



事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

アースサポー
ト株式会社

アースサポー
ト広島

広島市西区打
越町１２番２
１号

地域密着型通所
介護

株 式 会 社 ア
ネッロ

ほねつぎデイ
サービス可部

広島市安佐北
区可部南二丁
目２番２８号

地域密着型通所
介護

告 示

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

株式会社ＨＣ
Ｔ

ヘ ル パ ー ス
テーションｓ
ｏｒａ

広島市東区光
町二丁目５番
７号第５光ビ
ル２０１

訪問介護

株式会社Ｏｌ
ｕＯｌｕＢａ
ｓｅ

おるおる訪問
看 護 ス テ ー
ション

広島市中区千
田町三丁目１
１番２５－２
０２号

訪問看護及び介
護予防訪問看護

合同会社ボラ
ンテ

訪 問 看 護 ス
テーションな
ごみ

広島市南区大
州二丁目５番
２７号

訪問看護及び介
護予防訪問看護

株式会社つく
し

訪 問 看 護 ス
テーションつ
くし

広島市西区井
口一丁目１番
２７号

訪問看護及び介
護予防訪問看護

株式会社ＣＯ
ＮＮＥＣＴ

訪 問 看 護 ス
テーションつ
ながり

広島市安佐南
区伴東五丁目
１８番４－１
０１号

訪問看護及び介
護予防訪問看護

社会福祉法人
ぐくる

訪 問 看 護 ス
テーションわ
かば

広島市安佐北
区可部町大字
桐原８２３

訪問看護及び介
護予防訪問看護
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広島市告示第３号　

令和７年１月６日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４５の３

第１項に規定する指定事業者として次に掲げる者を指定したの

で、広島市介護予防・日常生活支援総合事業の事業者指定等に関

する要綱第７条第１項の規定により告示します。

　指定年月日　令和７年１月１日

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第４号　

令和７年１月６日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項に規定

する指定居宅介護支援事業者として次に掲げる者を指定したの

で、同法第８５条第１号の規定により告示します。

　指定年月日　令和７年１月１日

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第５号　

令和７年１月６日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための医療を担当

する機関として、次に掲げる機関を指定したので、生活保護法第

５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

杯式会社ＨＣ
Ｔ

ヘ ル パ ー ス
テーションｓ
ｏｒａ

広島市東区光
町二丁目５番
７号第５光ビ
ル２０１

訪問介護サービ
ス、生活援助特
化型訪問サービ
ス

フライングス
タート合同会
社

訪 問 介 護 ス
テーションゆ
えん西広島

広島市西区福
島町二丁目２
４番２１号

訪問介護サービ
ス、生活援助特
化型訪問サービ
ス

アースサポー
ト株式会社

アースサポー
ト広島

広島市西区打
越町１２番２
１号

１日型デイサー
ビス

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

株式会社Ｏｌ
ｕＯｌｕＢａ
ｓｅ

ケアプランオ
フィスおるお
る

広島市中区千
田町三丁目１
１番２５－２
０２号

居宅介護支援

名称 所在地 指定年月日 指定有効期限

訪 問 看 護 ス
テーション

広島市安佐南区
長束五丁目３３

令和６年１２
月１日

令和１２年１
１月３０日

キュアシス －１４　３階



広島市告示第６号　

令和７年１月６日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）第１４条第４項の規定により、次に掲げる指定医療機関

から変更の届出があったので、生活保護法第５５条の３第２号の

規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる指定医療機関　略



広島市告示第７号　

令和７年１月６日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第１項及び

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための施術

者として次に掲げる者を指定したので、生活保護法第５５条の３

第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第８号　

令和７年１月７日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための医療を担当

する機関として、次に掲げる機関を指定したので、生活保護法第

５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第９号　

名称 所在地 指定年月日 指定有効期限

光町公園前歯
科

広島市東区光町
二丁目１１－１
７－３階

令和７年１月
１４日

令和１３年１
月１３日

橋田歯科医院
広島市東区曙三
丁目４－２０

令和６年１２
月１日

令和１２年１
１月３０日

宮地デンタル
クリニック

広島市東区曙五
丁目３－３２－
３０１

令和６年１２
月１９日

令和１２年１
２月１８日

ウォンツ東雲
本町薬局

広島市南区東雲
本町二丁目４－
２２　２階

令和６年１２
月１日

令和１２年１
１月３０日
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令和７年１月７日　

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項

の規定に基づき、広島市皆賀園の指定管理者を次のとおり指定し

たので、広島市皆賀園条例（平成１０年広島市条例第８９号）第

１０条第３項の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定に係る公の施設

　　広島市皆賀園

２　指定の相手方

　　広島市東区光町二丁目１５番５５号

　　　社会福祉法人広島市社会福祉事業団

３　指定の期間

　　令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで



広島市告示第１０号　

令 和 ７ 年 １ 月 ８ 日　

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項

の規定に基づき、広島市男女共同参画推進センターの指定管理者

を次のとおり指定したので、広島市男女共同参画推進センター条

例（平成２３年広島市条例第２２号）第１７条第３項の規定によ

り告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定に係る公の施設

　　広島市男女共同参画推進センター

２　指定の相手方

　　広島市中区白島北町１８番２－６０１号

　　　男女共同参画ひろしまグループ

　　　　構成員

　　　　　特定非営利活動法人男女共同参画ひろしま

　　　　　広島県ビルメンテナンス協同組合

３　指定の期間

　　令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで



広 島 市 告 示 第 １ １ 号　

広島市教育委員会告示第１号　

令 和 ７ 年 １ 月 １ ４ 日　

　広島市文化創造センター条例（平成２年広島市条例第４０号）

第１８条、広島市区民文化センター条例（昭和５８年広島市条例

第５号）第１７条、広島市国際青年会館条例（平成２年広島市条

例第３９号）第１７条及び広島市立中央図書館条例（昭和４９年

広島市条例第７０号）第１１条の規定に基づき、広島市文化創造

センター、広島市中区民文化センター、広島市国際青年会館及び

広島市立中区図書館の合築施設の呼称を定めたので、各条第２項

の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

広 島 市 教 育 委 員 会　

１　合築施設の呼称

　　「ＪＭＳアステールプラザ」

２　呼称を定める期間

　　令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで



広 島 市 告 示 第 １ ２ 号　

広島市教育委員会告示第２号　

令 和 ７ 年 １ 月 １ ４ 日　

　広島市区民文化センター条例（昭和５８年広島市条例第５号）

第１７条及び広島市立中央図書館条例（昭和４９年広島市条例第

７０号）第１１条の規定に基づき、広島市西区民文化センター及

び広島市立西区図書館の合築施設の呼称を定めたので、各条第２

項の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

広 島 市 教 育 委 員 会　

１　合築施設の呼称

　　「コジマホールディングス西区民文化センター・西区図書 

館」

２　呼称を定める期間

　　令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで



広 島 市 告 示 第 １ ３ 号　

広島市教育委員会告示第３号　

令 和 ７ 年 １ 月 １ ４ 日　

　広島市区民文化センター条例（昭和５８年広島市条例第５号）

第１７条及び広島市立中央図書館条例（昭和４９年広島市条例第

７０号）第１１条の規定に基づき、広島市安佐南区民文化セン

ター及び広島市立安佐南区図書館の合築施設の呼称を定めたの

で、各条第２項の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

広 島 市 教 育 委 員 会　

１　合築施設の呼称

　　「マエダハウジング安佐南区民文化センター・安佐南区図書

館」

２　呼称を定める期間

　　令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで



広島市告示第１４号　

令和７年１月１５日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第１項及び

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための施術

者として次に掲げる者を指定したので、生活保護法第５５条の３

第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　
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次に掲げる者　略



広島市告示第１５号　

令和７年１月１７日　

　瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号）第

５条第１項の規定による特定施設の設置許可の申請があったの

で、同条第４項の規定により、その概要を告示します。

　なお、当該特定施設を設置することが環境に及ぼす影響につい

ての事前評価に関する事項を記載した書面は、令和７年１月１７

日から令和７年２月７日までの間、広島市環境局環境保全課にお

いて縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　申請者等

　　申請者の住所及び名称並びにその代表者の氏名

　　　申請者の住所　　大阪市浪速区塩草二丁目９番５号

　　　申請者の名称　　日本酪農協同株式会社

　　　代表者の氏名　　代表取締役　後藤　正純

　　工場又は事業場の所在地及び名称

　　　事業場の所在地　広島市安佐南区西原二丁目２７番３０号

　　　事業場の名称　　日本酪農協同株式会社広島工場

２　申請内容

　　日本酪農協同株式会社広島工場は水質汚濁防止法施行令（昭

和４６年政令第１８８号）別表第１の第２号畜産食料品製造業

の用に供する施設を有する事業場である。

　　過去の更新により、特定施設４基が無許可設置となっている

ことが発覚したため、この度、設置許可の申請を行う。

　　今回の申請により、公共用水域に排出される排出水の汚染状

態及び量は減少する。

　　特定施設の種類、能力及び使用の方法

　　　別紙１のとおり。

　　汚水等の処理の方法

　　　別紙２のとおり。

　　排出水の汚染状態及び量

　　　別紙３のとおり。

３　その他

　　本申請書は令和６年９月２６日付けで提出された申請書を内

容変更（薬剤変更）に伴って取り下げ、改めて申請するもので

ある。

別紙１から別紙３まで　略



広島市告示第１６号　

令和７年１月２０日　

　公共下水道の供用を次のとおり開始するので、下水道法（昭和

３３年法律第７９号）第９条第１項の規定により告示します。

　なお、関係図面は、下水道局施設部計画調整課において縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　供用を開始する年月日

　　令和７年１月２０日

２　下水を排除する区域及び排水施設の方式

　　別紙のとおり。

３　供用を開始する排水施設の位置

　　下水道局施設部計画調整課において縦覧に供する関係図面の

とおり。

別紙　略



広島市告示第１７号　

令和７年１月２０日　

　公共下水道及び流域下水道の終末処理場による下水の処理を、

次のとおり開始するので、下水道法（昭和３３年法律第７９号）

第９条第２項において準用する同条第１項の規定により告示しま

す。

　なお、関係図面は、下水道局施設部計画調整課において縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　下水の処理を開始する年月日

　　令和７年１月２０日

２　下水を処理する区域並びに終末処理場の位置及び名称

　　別紙のとおり。

別紙　略



広島市告示第１８号　

令和７年１月２０日　

　農業集落排水処理施設の供用を次のとおり開始するので、広島

市下水道条例（昭和４７年広島市条例第９６号）第２１条第２項

の規定により告示します。

　なお、関係図面は、下水道局施設部計画調整課において縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　供用を開始する年月日

　　令和７年１月２０日

２　汚水を排除し、及び処理する区域並びに排水処理施設の名称



広島市告示第１９号　

令和７年１月２３日　

　次の者を指定納付受託者に指定したので、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２３１条の２の３第２項の定めるところに

より告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

汚水を排除し、及び処理する区域 排水処理施設の名称

沼田町大字阿戸の一部 戸山農業集落排水処理施設

阿戸町の一部 阿戸農業集落排水処理施設
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１　指定納付受託者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所

在地

　　名称　　　　　　　　　　株式会社ペイジェント

　　代表者の氏名　　　　　　代表取締役社長　河合　寛

　　主たる事務所の所在地　　東京都渋谷区円山町１９－１

　　　　　　　　　　　　　　渋谷プライムプラザ

２　指定納付受託者に納付させる歳入の種類

　　入学者選抜料（中等教育学校分を除く。）

３　指定納付受託者の指定をした日

　　令和７年１月２３日

４　出願者が指定納付受託者に歳入を納付する期間

　　令和７年１月２３日から同年３月３１日まで



広島市告示第２０号　

令和７年１月２３日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　イオンタウン楽々園

　　所在地　広島市佐伯区楽々園四丁目４４１番１ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　広島電鉄株式会社

　　代表取締役社長　仮井　康裕

　　広島市中区東千田町二丁目９番２９号

　　ひろぎんリース株式会社

　　代表取締役　中間　克彦

　　広島市中区紙屋町一丁目３番８号

３　変更事項

　　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　（変更前）別紙１のとおり。

　　（変更後）別紙１のとおり。

　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並び

に法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）別紙１のとおり。

　　（変更後）別紙１のとおり。

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及

び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）別紙２のとおり。

　　（変更後）別紙２のとおり。

４　変更年月日

　　別紙１のとおり。

　　別紙１のとおり。

　　別紙２のとおり。

５　届出年月日

　　令和７年１月１５日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市佐伯区海老園二丁目５番２８号

　　　広島市佐伯区市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和７年１月２３日から同年５月２３日まで。ただし、広

島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）第

１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和７年５月２３日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

別紙１及び別紙２　略



広島市告示第２１号　

令和７年１月２３日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　マックスバリュ千田店

　　所在地　広島市中区東千田町二丁目１０番１ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　広島電鉄株式会社

　　代表取締役　仮井　康裕

　　広島市中区東千田町二丁目９番２９号

３　変更事項

　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並び

に法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）広島電鉄株式会社

　　　　　　　代表取締役　椋田　昌夫

　　　　　　　広島市中区東千田町二丁目９番２９号

　　（変更後）広島電鉄株式会社

　　　　　　　代表取締役社長　仮井　康裕
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　　　　　　　広島市中区東千田町二丁目９番２９号

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及

び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）マックスバリュ西日本株式会社

　　　　　　　代表取締役　平尾　健一

　　　　　　　広島市南区段原南一丁目３番５２号

　　（変更後）株式会社フジ

　　　　　　　代表取締役　山口　普

　　　　　　　愛媛県松山市宮西一丁目２番１号

４　変更年月日

　　令和６年６月２７日

　　令和６年３月１日

５　届出年月日

　　令和７年１月１５日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市中区国泰寺町一丁目４番２１号

　　　広島市中区市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和７年１月２３日から同年５月２３日まで。ただし、広

島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）第

１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和７年５月２３日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課



広島市告示第２２号　

令和７年１月２３日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　マックスバリュ江波店

　　所在地　広島市中区江波西一丁目４７８番４

２　大規模小売店舗を設置する者

　　広島電鉄株式会社

　　代表取締役　仮井　康裕

　　広島市中区東千田町二丁目９番２９号

３　変更事項

　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並び

に法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）広島電鉄株式会社

　　　　　　　代表取締役　椋田　昌夫

　　　　　　　広島市中区東千田町二丁目９番２９号

　　（変更後）広島電鉄株式会社

　　　　　　　代表取締役社長　仮井　康裕

　　　　　　　広島市中区東千田町二丁目９番２９号

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及

び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）マックスバリュ西日本株式会社

　　　　　　　代表取締役　平尾　健一

　　　　　　　広島市南区段原南一丁目３番５２号

　　　　　　　株式会社ツルハグループドラッグ＆ファーマシー

西日本

　　　　　　　代表取締役　村上　正一

　　　　　　　広島市西区井口明神一丁目１番１０号

　　（変更後）株式会社フジ

　　　　　　　代表取締役　山口　普

　　　　　　　愛媛県松山市宮西一丁目２番１号

　　　　　　　株式会社ツルハグループドラッグ＆ファーマシー

西日本

　　　　　　　代表取締役　村上　正一

　　　　　　　広島市西区井口明神一丁目１番１０号

４　変更年月日

　　令和６年６月２７日

　　令和６年３月１日

５　届出年月日

　　令和７年１月１５日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市中区国泰寺町一丁目４番２１号

　　　広島市中区市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和７年１月２３日から同年５月２３日まで。ただし、広

島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）第

１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規



―１０―　第１１３７号 令和７年２月２８日広 島 市 報

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和７年５月２３日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課



広島市告示第２３号　

令和７年１月２４日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第５条第１

項の規定により大規模小売店舗の新設の届出があったので、同条

第３項の規定により、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　（仮称）ドラッグコスモス可部北店

　　所在地　広島市安佐北区可部八丁目９１８－６ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　株式会社コスモス薬品

　　代表取締役　横山　英昭

　　福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

３　大規模小売店舗において小売業を行う者

　　株式会社コスモス薬品

　　代表取締役　横山　英昭

　　福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

４　大規模小売店舗の新設をする日

　　令和７年９月２２日

５　大規模小売店舗内の店舗面積の合計

　　１，３７６平方メートル

６　大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

　　別紙１のとおり。

７　大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

　　別紙２のとおり。

８　届出年月日

　　令和７年１月２１日

９　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市安佐北区可部四丁目１３番１３号

　　　広島市安佐北区役所市民部区政調整課

１０　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和７年１月２４日から同年５月２４日まで。ただし、広

島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）第

１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

１１　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

１２　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和７年５月２４日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

別紙１及び別紙２　略



広島市告示第２４号　

令和７年１月２７日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための医療を担当

する機関として、次に掲げる機関の指定の更新をしたので、生活

保護法第５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる機関　略



広島市告示第２５号　

令和７年１月２７日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための医療を担当

する機関として、次に掲げる機関の指定の更新をしたので、生活

保護法第５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる機関　略



広島市告示第２６号　

令和７年１月２７日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための医療を担当

する機関として、次に掲げる機関を指定したので、生活保護法第

５５条の３第１号の規定により告示します。
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広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第２７号　

令和７年１月２７日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）第１４条第４項の規定により、次に掲げる指定医療機関

から変更の届出があったので、生活保護法第５５条の３第２号の

規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる指定医療機関　略



広島市告示第２８号　

令和７年１月２７日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）第１４条第４項の規定により、次に掲げる指定医療機関

から休止の届出があったので、生活保護法第５５条の３第２号の

規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる指定医療機関　略



広島市告示第２９号　

令和７年１月２７日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）第１４条第４項の規定により、次に掲げる指定医療機関

から廃止の届出があったので、生活保護法第５５条の３第２号の

規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる指定医療機関　略



広島市告示第３０号　

令和７年１月２７日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第２項にお

いて準用する同法第５０条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

名称 所在地 指定年月日 指定有効期限

グレイス矯正
歯科クリニッ
ク

広島市南区皆実
町五丁目１４－
１ライオンズプ
ラザ皆実町２０
３号室

令和４年１０
月１日

令和１０年９
月３０日

の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項の

規定により、医療扶助のための施術者から変更の届出があったの

で、生活保護法第５５条の３第２号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

医療扶助のための施術者　略



広島市告示第３１号　

令和７年１月２７日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第８条第７

項の規定により大規模小売店舗の添付書類変更の通知があったの

で、同条第８項が準用する同法第５条第３項の規定により、次の

とおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　（仮称）広島駅ビル　ｅｋｉｅ（エキエ）（東区 

画）

　　所在地　広島市南区松原町１１８５番地

２　大規模小売店舗を設置する者

　　ＪＲ西日本不動産開発株式会社

　　代表取締役社長　藤原　嘉人

　　大阪市北区中之島二丁目２番７号

　　中国ＳＣ開発株式会社

　　代表取締役社長　竹中　靖

　　広島市南区松原町１番２号

３　通知の概要

　　変更しようとする添付書類の事項

　　　別紙のとおり。

　　添付書類を変更する理由

　　　別紙のとおり。

４　通知年月日

　　令和７年１月１５日

５　通知の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市南区皆実町一丁目５番４４号

　　　広島市南区役所市民部区政調整課

６　通知の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和７年１月２７日から同年５月２７日まで。ただし、広

島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）第

１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

別紙　略



広島市告示第３２号　

令和７年１月２７日　
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　広島市公印管理規則（昭和２７年広島市規則第３９号）第９条

第１項の規定に基づき、次の文書については、印影の印刷により

公印の押なつに代えることを承認し、同条第２項の規定に基づ

き、告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第３３号　

令和７年１月２８日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条又は第１１条の規定に基づき保管してい

る自転車等について、所有権を取得したので告示します。

　なお、関係台帳は、広島市道路交通局自転車都市づくり推進課

において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第３４号　

令和７年１月２９日　

　広島市市営住宅等条例（平成９年広島市条例第３５号）第１４

条の規定に基づき、市営住宅の家賃を次のとおり変更したので、

広島市市営住宅等条例施行規則第１１条の規定に基づき告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

１　変更内容（対象住宅、変更後の家賃）

　　別紙のとおり。

２　変更期間

　　令和７年２月１日から令和７年３月３１日まで

３　変更理由

　　浴槽・風呂釜設置等

別紙　略



広島市告示第４１号　

令和７年１月３１日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　船越南商業施設

　　所在地　広島市安芸区船越南二丁目１９１８－１ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

文書名
印影を印刷する

公印の名称

・し尿処理手数料納入通知書
・し尿処理手数料督促状

市長印

　　大和リース株式会社

　　代表取締役　北　哲弥

　　大阪市中央区農人橋二丁目１番３６号

３　変更事項

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）

　　（変更後）

４　変更年月日

　　平成３０年１１月５日

５　届出年月日

　　令和７年１月２７日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市安芸区船越南三丁目４番３６号

　　　広島市安芸区市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和７年１月３１日から同年５月３１日まで。ただし、広

島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）に

規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和７年５月３１日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課



小売業者
住所

氏名（名称） 代表者

株式会社エブリイ
代表取締役
岡﨑　浩樹

広島県福山市南蔵王町
一丁目６番１１号

株式会社ププレひ
まわり

代表取締役
梶原　秀樹

広島県福山市西新涯町
二丁目１０番１１号

小売業者
住所

氏名（名称） 代表者

株式会社エブリイ
代表取締役
岡﨑　浩樹

広島県福山市南蔵王町
一丁目６番１１号

株式会社ププレひ
まわり

代表取締役
梶原　聡一

広島県福山市西新涯町
二丁目１０番１１号
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広島市告示第４２号　

令和７年１月３１日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　フレスタ吉島店

　　所在地　広島市中区吉島西二丁目７４５－３ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　有限会社村商

　　代表取締役　中村　好伸

　　広島市西区井口二丁目６番３号

３　変更事項

　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）株式会社村商

　　　　　　　代表取締役　中村　泰久

　　　　　　　広島市西区井口二丁目６番３号

　　（変更後）株式会社村商

　　　　　　　代表取締役　中村　好伸

　　　　　　　広島市西区井口二丁目６番３号

４　変更年月日

　　令和５年３月１日

５　届出年月日

　　令和７年１月２７日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市中区国泰寺町一丁目４番２１号

　　　広島市中区市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和７年１月３１日から同年５月３１日まで。ただし、広

島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）第

１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和７年５月３１日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課



広島市告示第４３号　

令和７年１月３１日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　フレスポ西風新都

　　所在地　広島市安佐南区伴南四丁目８０１０番６ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　大和リース株式会社

　　代表取締役　北　哲弥

　　大阪市中央区農人橋二丁目１番３６号

　　株式会社ホンダモビリティ中四国

　　代表取締役　長谷川　弘邦

　　岡山県岡山市北区今保１４４－１

３　変更事項

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名、名称及び住

所並びに法人にあっては代表者氏名

　　（変更前）別紙のとおり。

　　（変更後）別紙のとおり。

４　変更年月日

　　別紙のとおり。

５　届出年月日

　　令和７年１月２７日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市安佐南区古市一丁目３３番１４号

　　　広島市安佐南区市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和７年１月３１日から同年５月３１日まで。ただし、広

島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）第

１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。
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９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和７年５月３１日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

別紙　略



広島市告示第４４号　

令和７年１月３１日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項及び第

１１５条の５第２項の規定により、次に掲げる者から指定居宅

サービス事業及び指定介護予防サービス事業の廃止の届出があっ

たので、同法第７８条第２号及び第１１５条の１０第２号の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第４５号　

令和７年１月３１日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の５第２項又

は第１１５条の１５第２項の規定により、次に掲げる者から指定

地域密着型サービス事業又は指定地域密着型介護予防サービス事

業の廃止の届出があったので、同法第７８条の１１第２号又は第

１１５条の２０第２号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第４６号　

令和７年１月３１日　

　広島市介護予防・日常生活支援総合事業の事業者指定等に関す

る要綱第６条第５項の規定により、次に掲げる者から指定事業者

の廃止の届出があったので、同要綱第７条第１項の規定により告

示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第４７号　

令和７年１月３１日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定

により、次に掲げる者から指定居宅介護支援事業の廃止の届出が

あったので、同法第８５条第２号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示（中区）第１号　

令 和 ７ 年 １ 月 ９ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し、広島市西部自転車等保管所において保管した

ので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第２号　

令 和 ７ 年 １ 月 ９ 日　

　本市が管理する駐輪場内に、長期間駐車されていた下記自転車

等については、令和６年１２月２８日に広島市西部自転車等保管

所へ移動させたので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（中区）第３号　

令 和 ７ 年 １ 月 ９ 日　

　本市が管理する駐輪場内に、長期間駐車されていた下記自転車

等については、令和７年１月４日に広島市西部自転車等保管所へ

移動させたので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（中区）第４号　

令 和 ７ 年 １ 月 ９ 日　

　本市が管理する駐輪場内に、長期間駐車されていた下記自転車

等については、令和７年１月６日に広島市西部自転車等保管所へ

移動させたので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（中区）第５号　

令 和 ７ 年 １ 月 １ ６ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により
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自転車等を撤去し、広島市西部自転車等保管所において保管した

ので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第６号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ３ 日　

　本市が管理する駐輪場内に、長期間駐車されていた下記自転車

等については、令和７年１月２０日に広島市西部自転車等保管所

へ移動させたので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（中区）第７号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ３ 日　

　本市が管理する駐輪場内に、長期間駐車されていた下記自転車

等については、令和７年１月２２日に広島市西部自転車等保管所

へ移動させたので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（中区）第８号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ３ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し、広島市西部自転車等保管所において保管した

ので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第９号　

令 和 ７ 年 １ 月 ３ ０ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し、広島市西部自転車等保管所において保管した

ので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない、自転車等につい

ては、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（東区）第１号　

令 和 ７ 年 １ 月 ７ 日　

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和７年１月７日から同月２１日まで広島市

東区役所建設部維持管理課において一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（東区）第２号　

令 和 ７ 年 １ 月 ７ 日　

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和７年１月７日から同月２１日まで広島市

東区役所建設部維持管理課において一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（東区）第３号　

令 和 ７ 年 １ 月 ７ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭称６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車を撤去し、広

島市西部自転車等保管所において保管したので、同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（東区）第４号　

令 和 ７ 年 １ 月 ７ 日　

道路の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員 敷地の延長

市　道
東５区
１７号
線

東区山根町
字天神谷８
６番地３地
先から
東区山根町
字天神谷８
６番地３地
先まで

旧

メートル
6.00
～

7.00

メートル

54.80

新

メートル
7.50
～

11.00

メートル

54.80

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道
東５区
１７号
線

東区山根町字天神谷８６番
地３地先から
東区山根町字天神谷８６番
地３地先まで

令和７年１月７
日
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　天神川駅北第一駐輪場に長期間駐車されていた下記自転車につ

いては、令和６年１２月２８日に広島市西部自転車等保管所へ移

動したので、告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（東区）第５号　

令 和 ７ 年 １ 月 ９ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のように指定したので、建築基準

法施行規則第１０条に基づき公告します。

　この関係図書は、広島市東区役所建設部建築課において一般の

縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定番号　　　第５号

２　指定年月日　　令和７年１月９日

３　道路の位置　　広島市東区温品四丁目９９４番６の一部

４　幅員　　　　　５．００～７．５０メートル

５　延長　　　　　３２．０６メートル



広島市告示（東区）第６号　

令 和 ７ 年 １ 月 １ ０ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車を撤去し、広

島市西部自転車等保管所において保管したので、同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（東区）第７号　

令 和 ７ 年 １ 月 １ ５ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車を撤去し、広

島市西部自転車等保管所において保管したので、同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（東区）第８号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ２ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車を撤去し、広

島市西部自転車等保管所において保管したので、同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（東区）第９号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ２ 日　

　不動院前駅西自転車等駐車場及び、不動院前駅東自転車等駐車

場に長期間駐車されていた下記自転車については、令和７年１月

１８日に広島市西部自転車等保管所へ移動したので、告示しま

す。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（東区）第１０号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ８ 日　

　広島駅北口第一駐輪場に、長期間駐車されていた下記自転車に

ついては、令和７年１月２３日に広島市西部自転車等保管所へ移

動したので、告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（東区）第１１号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ８ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車を撤去し、広

島市西部自転車等保管所において保管したので、同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（東区）第１２号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ８ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車を撤去し、広

島市西部自転車等保管所において保管したので、同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（東区）第１３号　
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令 和 ７ 年 １ 月 ２ ８ 日　

　天神川駅北口第三駐輪場に長期間駐車されていた下記自転車に

ついては、令和７年１月２６日に広島市西部自転車等保管所へ移

動したので、告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（南区）第１号　

令 和 ７ 年 １ 月 ６ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により、別紙のとおり自転

車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示

します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（南区）第２号　

令 和 ７ 年 １ 月 ６ 日　

　広島駅南口第五駐輪場及び稲荷町Ａ駐輪場に、長期間駐車され

ていた自転車等については、令和６年１２月２６日に広島市西部

自転車等保管所へ移動したので、別紙のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（南区）第３号　

令 和 ７ 年 １ 月 ６ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により別紙のとおり自転車

等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示し

ます。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（南区）第４号　

令 和 ７ 年 １ 月 ６ 日　

　青崎一丁目駐輪場に、長期間駐車されていた自転車等について

は、令和６年１２月２８日に広島市西部自転車等保管所へ移動し

たので、別紙のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（南区）第５号　

令 和 ７ 年 １ 月 ７ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により、別紙のとおり自転

車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示

します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（南区）第６号　

令 和 ７ 年 １ 月 ７ 日　

　広島駅南口第五駐輪場に、長期間駐車されていた自転車等につ

いては、令和７年１月６日に広島市西部自転車等保管所へ移動し

たので、別紙のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（南区）第７号　

令 和 ７ 年 １ 月 ８ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により、別紙のとおり自転

車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示

します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（南区）第８号　

令 和 ７ 年 １ 月 １ ７ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により、別紙のとおり自転

車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示

します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（南区）第９号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ０ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により別紙のとおり自転車
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等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示し

ます。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（南区）第１０号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ０ 日　

　天神川駅南駐輪場に、長期間駐車されていた自転車等について

は、令和７年１月１９日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので、別紙のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（南区）第１１号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ２ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第８６条の２第１項

の規定に基づき、一つの敷地とみなすこと等による下記の一団地

を認定しましたので、同条第６項に基づき告示します。

　この関係図書は、広島市南区役所建設部建築課において、一般

の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

記

１．一団地の区域

　　広島市南区霞一丁目２番１の一部

２．認定番号

　　第Ｒ０６認定通知広島市建３０００２号

３．認定年月日

　　令和７年１月２２日



広島市告示（南区）第１２号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ４ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により、別紙のとおり自転

車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示

します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（南区）第１３号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ４ 日　

　稲荷町Ａ駐輪場、広島駅南口第三Ａ駐輪場および広島駅南口第

一駐輪場に、長期間駐車されていた自転車等については、令和７

年１月２３日に広島市西部自転車等保管所へ移動したので、別紙

のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（南区）第１４号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ７ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により、別紙のとおり自転

車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示

します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（南区）第１５号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ９ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により別紙のとおり自転車

等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示し

ます。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（南区）第１６号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ９ 日　

　青崎一丁目駐輪場に、長期間駐車されていた自転車等について

は、令和７年１月２８日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので、別紙のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（西区）第１号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ８ 日　

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）に基づく道路を、次のと

おり、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項

第４号の規定による道路として指定しました。

　この関係図書は、広島市西区役所建設部建築課において一般の

縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定番号　　　第２３号

２　指定年月日　　令和７年１月２８日
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３　道路の種類及び路線名

　　広島市道　西３区１１２号線・土地区画整理法による道路　

区４－２

　　土地区画整理法による道路　区６－１

　　土地区画整理怯による道路　区６－２

４　道路の位置

　　広島市道　西３区１１２号線・土地区画整理法による道路　

区４－２

　　　　　　起点　広島市西区己斐中一丁目３０４番地先

　　　　　　終点　広島市西区己斐中一丁目３３７番１地先

　　　　　　延長　１３６．９２メートル

　　　　　　幅員　４．２６～５．００メートル

　　土地区画整理法による道路　区６－１

　　　　　　起点　広島市西区己斐中一丁目３１１番１地先

　　　　　　終点　広島市西区己斐中一丁目３３７番１地先

　　　　　　延長　１１６．２４メートル

　　　　　　幅員　６．００メートル

　　土地区画整理法による道路　区６－２

　　　　　　起点　広島市西区己斐中一丁目３１４番２地先

　　　　　　終点　広島市西区己斐中一丁目３１４番８地先

　　　　　　延長　２１．９２メートル

　　　　　　幅員　６．００メートル



広島市告示（西区）第２号　

令 和 ７ 年 １ 月 ３ １ 日　

　次のとおり住居表示実施区域内の街区の区域の変更を行いま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

１　変更する区域

　　西区己斐中一丁目の街区の一部

２　変更の内容

　　別図のとおり。

３　変更年月日

　　令和７年２月１日

別図　略



広島市告示（安佐南区）第１号　

令 和 ７ 年 １ 月 ６ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を廃止しま

す。

　その関係図面は、令和７年１月６日から同月２０日まで、広島

市安佐南区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧に供し

ます。

広島市長　　松　井　一　實　

区分 路線名等 所在（起点及び終点）

里　道
安佐南２区７１０
号里道

安佐南区上安二丁目３１０４番
（８９番１地先）

水　路
Ｋ３－Ｅ２－か―
２－１－２－８号
水路

安佐南区上安二丁目３１０４番
（８９番１地先）



広島市告示（安佐南区）第２号　

令 和 ７ 年 １ 月 １ ６ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のように指定したので、建築基準

法施行規則第１０条に基づき公告します。

　この関係図書は、広島市安佐南区役所農林建設部建築課におい

て一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定番号　　　第２３号

２　指定年月日　　令和７年１月１６日

３　道路の位置　　広島市安佐南区上安一丁目の１０５１番１の

一部、１０５１番５の一部及び１０５１番１

０の一部

４　幅員及び延長　幅員　４．２２ｍ

　　　　　　　　　延長　１８．４６ｍ



広島市告示（安佐南区）第３号　

令 和 ７ 年 １ 月 １ ６ 日　

　長期間駐車されていた別紙自転車等については、令和７年１月

１５日に広島市西部自転車等保管所へ移動したので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（安佐南区）第４号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ０ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を変更しま

す。

　その関係図面は、令和７年１月２０日から同年２月３日まで、

広島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐南区）第５号　

区分
新旧
別

路線名等 所在（起点及び終点）

里　道

旧

安佐南１区５
６８号里道

安佐南区緑井八丁目８００番地
先から安佐南区緑井八丁目７９
７番地先まで

新
安佐南区緑井八丁目７９７番１
地先から安佐南区緑井八丁目７
９７番２地先まで
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令 和 ７ 年 １ 月 ２ ０ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を変更しま

す。

　その関係図面は、令和７年１月２０日から同年２月３日まで、

広島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安住南区）第６号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ０ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第４

号の規定による道路の位置を次のように指定したので、建築基準

法施行規則第１０条に基づき公告します。

　この関係図書は、広島市安佐南区役所農林建設部建築課におい

て一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定番号　　　第２号

２　指定年月日　　令和７年１月２０日

３　路線名　　　　市道　安佐南１区１５７号線

４　道路の位置　　起点：広島市安佐南区緑井七丁目２０２６－

３地先

　　　　　　　　　終点：広島市安佐南区緑井七丁目５１６２－

４地先

５　道路延長　　　８３．８メートル

６　道路幅員　　　５．００～６．００メートル



広島市告示（安佐南区）第７号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ３ 日　

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和７年１月２３日から同年２月６日まで広

島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

区分
新旧
別

路線名等 所在（起点及び終点）

水　路

旧
Ｋ３－Ｅ２－
た－６－７－
３３号水路

高取南一丁目１０７８番１地先
から高取南一丁目１０７９番２
地先まで

新
高取南一丁目１０７５番５地先
から高取南一丁目１０７９番２
地先まで

道路の
種類

路線名 変更区間
新旧
別

幅員
（ｍ）

延長
（ｍ）

市　道
安佐南
４区３

安佐南区伴中央二丁
目３２５２番地１地
先から

旧
5.00
～

5.40
11.20

４８号
線

安佐南区伴中央二丁
目３２５２番地４地
先まで

新 6.00 11.20



広島市告示（安佐南区）第８号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ３ 日　

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和７年１月２３日から同年２月６日まで広

島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐南区）第９号　

令 和 ７ 年 １ 月 ３ １ 日　

　長期間駐車されていた別紙自転車等については、令和７年１月

２９日に広島市西部自転車等保管所へ移動したので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（安佐北区）第１号　

令 和 ７ 年 １ 月 ７ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を変更しま

す。

　その関係図面は、令和７年１月７日から同月２１日まで、広島

市安佐北区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧に供し

ます。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐北区）第２号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ０ 日　

　安佐北区の無料駐輪場内に、長期間駐車されていた別紙の自転

車等については、令和７年１月１５日に広島市西部自転車等保管

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道

安佐南
４区３
４８号
線

安佐南区伴中央二丁目３２
５２番地１地先から
安佐南区伴中央二丁目３２
５２番地４地先まで

令和７年１月２
３日

区分
新旧
別

路線名等 所在（起点及び終点）

里　道

旧
安佐北３区７
３６号里道

亀山二丁目５８９番１地先から
５７９番１地先まで

新
安佐北３区７
３６号里道

亀山二丁目５８９番１地先から
５８４番６地先まで



第１１３７号　―２１―令和７年２月２８日 広 島 市 報

所へ移動したので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（安佐北区）第３号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ９ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のように指定したので、建築基準

法施行規則第１０条に基づき公告します。

　この関係図書は、広島市安佐北区役所農林建設部建築課におい

て一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１．指定番号　　　第８号

２．指定年月日　　令和７年１月２９日

３．道路の位置　　広島市安佐北区深川七丁目の１１３３番９の

一部及び１１４２番の一部

４．幅員及び延長　幅員　４．００～６．００メートル

　　　　　　　　　延長　３４．０１メートル



広島市告示（安芸区）第１号　

令 和 ７ 年 １ 月 ６ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物を変更します。

　その関係図面は、令和７年１月６日から同月２０日まで、広島

市安芸区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安芸区）第２号　

令 和 ７ 年 １ 月 ６ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を廃止しま

す。

　その関係図面は、令和７年１月６日から同月２０日まで、広島

区分
新旧
別

路線名等 所在（起点及び終点）

里　道

旧
安芸１区４３
５号里道

広島市安芸区上瀬野町９０６番
１地先から広島市安芸区上瀬野
町９０６番１地先まで

新
安芸１区４３
５号里道

広島市安芸区上瀬野町９０６番
１地先から広島市安芸区上瀬野
町９０６番１地先まで

里　道

旧
安芸１区４４
４号里道

広島市安芸区上瀬野町９１５番
３地先から広島市安芸区上瀬野
町８１１番地先まで

新
安芸１区４４
４号里道

広島市安芸区上瀬野町９１５番
３地先から広島市安芸区上瀬野
町９１５番１地先まで

市安芸区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安芸区）第３号　

令 和 ７ 年 １ 月 ８ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を廃止しま

す。

　その関係図面は、令和７年１月８日から同月２２日まで、広島

市安芸区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安芸区）第４号　

令 和 ７ 年 １ 月 １ ０ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（安芸区）第５号　

令 和 ７ 年 １ 月 １ ０ 日　

　本市が管理する駐輪場内に、長期間放置されていた自転車等

は、広島市西部自転車等保管所へ移動したので次のとおり告示し

ます。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（安芸区）第６号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ２ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

区分 路線名等 所在（起点及び終点）

里　道
安芸１区４４１号
里道

広島市安芸区上瀬野町８１２番１
地先から広島市安芸区上瀬野町８
１１番地先まで

区分 路線名等 所在（起点及び終点）

水　路
Ｋ３－Ｇ－８５－
１－４６号水路

広島市安芸区矢野西七丁目２７３
番１地先から広島市安芸区矢野西
七丁目２７３番１地先まで
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す。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（安芸区）第７号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ９ 日　

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和７年１月２９日から同年２月１２日まで

広島市安芸区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安芸区）第８号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ９ 日　

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和７年１月２９日から同年２月１２日まで

広島市安芸区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

道路の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員 敷地の延長

市　道
安芸４
区４１
号線

広島市安芸
区矢野西一
丁目５３７
１番地１地
先から
広島市安芸
区矢野西一
丁目５３７
１番地１地
先まで

旧

メートル
4.93
～

6.00

メートル

12.06

新

メートル
6.00
～

6.00

メートル

12.06

市　道
安芸４
区４２
号線

広島市安芸
区矢野西一
丁目５３７
３番地１地
先から
広島市安芸
区矢野西一
丁目５３７
３番地３地
先まで

旧

メートル
4.70
～

4.80

メートル

16.69

新

メートル
6.00
～

9.31

メートル

16.69

市　道
安芸４
区４４
号線

広島市安芸
区矢野西一
丁目５３９
７番地３１
地先から
広島市安芸
区矢野西一
丁目５３９
７番地１７
地先まで

旧

メートル
2.91
～

2.99

メートル

91.10

新

メートル
6.00
～

10.37

メートル

91.10

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道
安芸４
区４１
号線

広島市安芸区矢野西一丁目
５３７１番地１地先から
広島市安芸区矢野西一丁目
５３７１番地１を地先まで

令和７年１月２
９日

市　道
安芸４
区４２
号線

広島市安芸区矢野西一丁目
５３７３番地１地先から
広島市安芸区矢野西一丁目
５３７３番地３地先まで

令和７年１月２
９日

市　道
安芸４
区４４
号線

広島市安芸区矢野西一丁目
５３９７番地３１地先から
広島市安芸区矢野西一丁目
５３９７番地１７地先まで

令和７年１月２
９日



広島市告示（安芸区）第９号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ９ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（安芸区）第１０号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ９ 日　

　本市が管理する駐輪場内に、長期間放置されていた自転車等

は、広島市西部自転車等保管所へ移動したので次のとおり告示し

ます。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（佐伯区）第１号　

令 和 ７ 年 １ 月 ８ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により別紙自転車等を撤去

し、令和６年１２月２４日に広島市西部自転車等保管所へ移動し

たので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（佐伯区）第２号　

令 和 ７ 年 １ 月 ８ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により別紙自転車等を撤去

し、令和７年１月４日に広島市西部自転車等保管所へ移動したの
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で、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（佐伯区）第３号　

令 和 ７ 年 １ 月 ８ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により別紙自転車等を撤去

し、令和７年１月５日に広島市西部自転車等保管所へ移動したの

で、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（佐伯区）第４号　

令 和 ７ 年 １ 月 １ ７ 日　

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和７年１月１７日から同月３１日まで広島

市佐伯区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（佐伯区）第５号　

令 和 ７ 年 １ 月 １ ７ 日　

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和７年１月１７日から同年３１日まで広島

市佐伯区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

路線の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員 敷地の延長

市　道

佐伯３
区１６
０号線

佐伯区千同
三丁目２３
１番地４地
先から
佐伯区千同
三丁目９０
番地１地先
まで

旧

メートル
4.30
～

10.00

メートル

16.00

新

メートル
7.80
～

13.00

メートル

18.00

佐伯３
区１６
９号線

佐伯区千同
三丁目２３
１番地３地
先から
佐伯区観音
台一丁目２
４３番地１
地先まで

旧

メートル
1.90
～

7.80

メートル

163.62

新

メートル
4.50
～

6.50

メートル

166.80

路線の
種類

路線名 供用開始 供用開始の期日

市　道

佐伯３
区１６
０号線

佐伯区千同三丁目２３１番
地４地先から
佐伯区千同三丁目９０番地
１地先まで

令和７年１月１
７日

佐伯３
区１６
９号線

佐伯区千同三丁目２３１番
地３地先から
佐伯区観音台一丁目２４３
番地１地先まで

令和７年１月１
７日



広島市告示（佐伯区）第６号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ １ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により別紙自転車等を撤去

し、令和７年１月１４日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略

広島市教育委員会告示第４号　

令 和 ７ 年 １ 月 ２ ２ 日　

　広島市教育委員会議（定例会）を次のとおり開催する。

広 島 市 教 育 委 員 会　

教育長　　松　井　勝　憲　

１　日　時　令和７年１月２８日（火）　午前９時３０分

２　場　所　中区役所６階教育委員室

３　議　題

　【公開予定議題】

　　博物館の登録について（議案）

　【非公開予定議題】

　　広島市社会教育委員の委嘱について（議案）

　　教職員の人事について（議案）

広島市監査公表第１号　

令 和 ７ 年 １ 月 ９ 日　

広島市監査委員　古　川　智　之　

同　　　　　　　井　戸　陽　子　

同　　　　　　　定　野　和　広　

同　　　　　　　石　田　祥　子　

　　　包括外部監査の結果（指摘事項）に対する措置事項の

公表について

　地方自治法第２５２条の３８第６項の規定により、広島市長か

ら監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知があったので、当該

通知に係る事項を別紙のとおり公表する。

教育委員会告示

監査公表
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（別　紙）

令和５年度包括外部監査の結果に基づいて講じた措置の公表

（道路交通局）

１　監査結果公表年月日

　　令和６年２月５日（広島市監査公表第２号）

２　包括外部監査人

　　松本　京子

３　監査結果に基づいて講じた措置通知年月日

　　令和６年１２月２６日（広道交第１８号）

４　監査のテーマ

　　補助金等交付事務に関する財務に係る事務の執行について

５　監査の結果（指摘事項）及び措置の内容

補助金交付における責務について（広島市公共交通事業者等支援事業に係る補助金）
（所管課：道路交通局道路交通企画課）

監　査　の　結　果 措　置　の　内　容

　支援金の申請件数は見込件数の７５％、申請金額は見込金額の５７％と見込み
を大幅に下回っていたため、事務費への影響について業務委託契約書に添付され
た見積書（以下「見積書」という。）と補助事業等実績報告書に添付された決算
書（以下「決算書」という。）との比較検討を行った。当初見込まれていたコー
ルセンター業務・書類審査業務・データ管理業務などの事務局サポート費用は減
少していたが、事務局運営費用が増加していた。
（次表参照）
見積書と決算書の比較表　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（監査人作成）
　事務費合計は、１，２１１千円減少しているものの、支援金の申請件数が見込
件数の７５％、申請金額が見込金額の５７％と見込みを大幅に下回った状況にお
いて、事務局運営費については、当初見積額から約１．７倍の６，１７２千円増加
しており、また、事務局運営業務の体制も当初運営副担当者が１名であったが、
最終的には５名が携わるなど増員されていたが、このような変更事項について、
事務局運営業務の受託者から実行委員会や広島市に報告した記録はなく、事務局
運営費について実行委員会や広島市が事実確認等を行った記録もない。
　広島市補助金等交付規則第３条第１項において、市長は、補助金等に係る予算
の執行に当たっては、補助金等が市税その他の貴重な財源で賄われるものである
ことに特に留意し、補助金等の交付の目的に従って公正かつ効率的に使用される
ように努めなければならないとある。しかしながら、当該事務局運営費の増額増
員について状況確認をしないことは、補助金等の交付の目的に従って公正かつ効
率的に使用されるように努めていないといえるため、事務局運営費の増額増員に
ついて状況確認を行うべきである。
　また、昨今の新聞報道等によるとコロナワクチン等に関する業務委託契約にお
いて、過大請求されていることが、問題となっていることからも、このような内
容変更について、確認する必要性は高いと言える。

　監査の実施を受けて、補助事業の実施主体であ
る広島市公共交通事業者等支援事業実行委員会に
対する令和５年度公共交通事業者等支援事業の補
助金交付に当たり、事務局運営業務の増員等が見
込まれるときは遅滞なく市長へ報告することを交
付条件に加え、書面等により事務局運営業務の執
行体制に変更が生じた場合の状況確認を行うこと
とした。
　併せて、事務局運営業務を第三者委託する際の
委託契約書においても、上記と同様の条件を入れ
るよう同実行委員会を指導した。
　これにより、令和５年度の補助事業実施につい
ては、事務局運営業務の増額増員は無かったこと
を確認した。
　なお、補助事業自体、令和５年度をもって終了
した。

使途 見積書 決算書 差引決算増加額

事務局統括責任者 512 512 0

事務局運営管理者 1,024 1,638 614

事務局運営担当者 4,466 5,808 1,342

事務局運営副担当者 2,639 3,161 522

事務局運営副担当者 当初なし 1,177 1,177

事務局運営副担当者 当初なし 893 893

事務局運営副担当者 当初なし 812 812

事務局運営副担当者 当初なし 812 812

事務局運営費小計 8,641 14,813 6,172

事務局サポート運営者 15,120 10,633 -4,487

各種管理運営業務計 23,761 25,446 1,685

事務局費用計 9,570 7,218 -2,352

広報経費計 4,200 4,637 437

その他計 10,320 9,339 -981

事務費合計 47,851 46,640 -1,211
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広島市監査公表第２号　

令和７年１月２２日　

広島市監査委員　古　川　智　之　

同　　　　　　　井　戸　陽　子　

同　　　　　　　定　野　和　広　

同　　　　　　　石　田　祥　子　

　　　包括外部監査の結果（指摘事項）に対する措置事項及

び監査の意見に対する対応結果の公表について

　地方自治法第２５２条の３８第６項の規定により、広島市長か

ら監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知があったので、当該

通知に係る事項を別紙のとおり公表する。

　なお、併せて、広島市長から通知のあった監査の意見に対する

対応結果についても、当該通知に係る事項を別紙のとおり公表す

る。

（別　紙）

令和５年度包括外部監査の結果に基づいて講じた措置の公表

（市民局）

１　監査結果公表年月日

　　令和６年２月５日（広島市監査公表第２号）

２　包括外部監査人

　　松本　京子

３　監査結果基づいて講じた措置通知年月日

　　令和７年１月９日（広文ス第５１４号）

４　監査のテーマ

　　補助金等交付事務に関する財務に係る事務の執行について

５　監査の結果（指摘事項）及び措置の内容

　　書類の期限内提出について（学区体育団体スポーツ振興事業に係る補助金）
　　　（所管課：市民局文化スポーツ部スポーツ振興課）

監　査　の　結　果 措　置　の　内　容

　広島市補助金等交付規則第１５条第１項柱書において「補助事業者等は、当該
補助事業等が完了したときは、その完了の日から４０日以内に補助事業等実績報
告書に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない」とあり、その書
類として同項第３号において「領収証書その他の収支の事実を証する書類又はそ
の写し」とある。
　実績報告書添付の決算書には「決算内容については、領収証書等と照合済み」
との記載と担当者の押印があるが、領収証書の写しを取ることもなくまた確認し
た日付についても記録が残っていなかった。担当課からは、「広島市補助金等交
付規則の運用」において「写しを取ることを要しない」とあるため写しを取って
いないという説明があり、また確認日付については上記運用において、確認した
日付を記録することを求められていないので、記録しないことも適切な運用であ
るとの説明を受けた。
　しかしながら、確認した日付の記載がなく領収証書等を４０日以内に提出され
ていることを確認できないため、上記取扱いは同条項の趣旨に違反する。
　したがって、領収証書等と照合した旨の記載をする際には、照合日付を記載す
るといった運用をすべきである。

　補助金交付団体から提出される実績報告書の確
認に当たっては、受付日に領収証書等との照合を
行った上で、実績報告書に、「領収証書等と照合
済み」と記載し、照合者が押印することとしてい
るが、監査の結果を受けて、領収証書等が４０日
以内に提出されていることを明確にするため、照
合日付についても記載するよう、令和６年３月２
７日付けで各区地域起こし推進課に通知した。

　　補助の必要性について（広島市スポーツ協会運営事業に係る補助金）
　　　（所管課：市民局文化スポーツ部スポーツ振興課）

監　査　の　結　果 措　置　の　内　容

表：人件費予算 　監査の結果を受けて、令和６年度以降の補助金
交付申請に当たっては、具体的な執行予定のない
経費は申請の対象としないこととし、令和６年度
においては、予備４名分の人件費相当額が計上さ
れていないことを確認した上で、令和６年４月１
日付けで交付決定を行った。

科目（公益・法人会計の別） 公益 法人 合計

区分 人数（人）

報酬 役員（専務理事） １ １

職員給与

プロパー
総務 ９ ９

事業 ７ ７

市ＯＢ
総務 ５ ５

事業 ３ ３

コーディネーター
事業 １６ １６

予備※ ４（０） ４（０）
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（「令和４年度　人件費予算要求額総括表」から抜粋し監査人作成）
※　実際には採用・配置されていない
※　（　）は実在人数

　広島市からの補助金等は、「市長が公益上必要があると認める事務又は事業を
行なう者に対して、予算の範囲内において、その施行に必要な経費の全部又は一
部について交付する」（広島市補助金等交付規則第２条）とあるように「その施
行に必要な経費」に対し補助金等が交付されることとなっている。
　しかしながら、上記表「人件費予算」のとおり、実際には採用・配置されて
いないコーディネーター４名分（２６，８５９千円）を予備として計上したうえ
で、補助金申請し補助金の交付決定を受けている。このような補助金交付申請
は、過去５年以前より継続され常態化している。
　４名は実際には採用・配置されていないのであるから、４名分の人件費相当額
は「その施行に必要な経費」とはいえず、補助の必要性がない。
　所管課は、「『予備４名分』の人件費については、人事異動対応が生じた場合
の給料や、年度途中に退職者が出た場合の退職金に充てるなど柔軟な運営のため
に活用しており、不要分は精算時に全額市に返納してきた」とするが、補助金交
付申請後に新たに必要になった費用は補助金の変更申請によるべきであり、その
手続きを経ず、当初から採用・配置が予定されていないコーディネーター４名分
を計上した予算書により補助金申請をすることは、補助事業者等は、「補助金等
が市税その他の貴重な財源で賄われるものであることに特に留意し、補助金等の
交付の目的に従つて誠実に補助事業等を行うように努めなければならない」とす
る広島市補助金等交付規則第３条第２項にも違反する。
　したがって、市は「予備４名分」の人件費を計上して補助金を申請することを
止めさせるべきである。

合計 ３０（２６） １４ ４４（４０）

平成２２年度包括外部監査の意見に対する対応結果の公表

（安佐北区役所）

１　監査意見公表年月日

　　平成２３年２月７日（広島市監査公表第７号）

２　包括外部監査人

　　赤羽　克秀

３　監査意見に対する対応結果通知年月日

　　令和７年１月１０日（広佐起第１３３号）

４　監査のテーマ

　　市有財産の有効活用について

５　監査の意見及び対応の内容

持開地共同作業場について
（所管課：安佐北区役所市民部地域起こし推進課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

　本件市有地上には、広島市が所有する作業場が建っており、作業場内には、こ
れを使用していた企業組合が、広島県から譲渡担保付きで融資を受け設置したプ
レス機が存在している。
　企業組合は既に解散しており、当該融資は現在返済不能となっているため、広
島県としては、保全措置として機械の売払いを検討したが、機械が大型であり撤
去するには建物の解体が必要であることから、広島市が建物を解体する際に撤去
したいとの意向である。
　広島市としては、解体費用が高額となるため実現に至っていない。
　本件市有地上の建物は、いずれ必ず解体しなければならない物件であり、早期
に解体を実行すべきである。
　建物内にある広島県が実質的な所有権を有するプレス機について、広島県が独
自に撤去するには費用がかかりすぎるため、実行に移せないというのであれば、
広島県に対して建物解体費用の一部負担を求めるなどして、広島市及び広島県共
に協力して早期解決を図るべきである。

　監査の意見を受け、平成２２年度以降、建物等
の解体に向けて県と協議を重ねた結果、県による
プレス機撤去の目途が立ったことから、令和３年
度に建物解体実施設計業務を、令和４年度に建物
解体工事を実施し、令和５年３月に建物の解体工
事を完了した。
　なお、県によるプレス機の撤去は、令和５年１
月に完了している。


